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木津川市では、平成 30 年６月の文化財保護法（以下「法」という）の改正

により文化財保存活用地域計画が法に位置づけられたことを受け、市内の指

定・未指定を含めた文化財の保存・活用に関して、市が目指す目標や取り組み

の具体的な内容を記載した「木津川市文化財保存活用地域計画」（以下「地域

計画」という）を作成することとした。本業務では、令和２～３年度２箇年で、

地域計画案を作成することを目的とする。

１ 名 称 木津川市文化財保存活用地域計画作成業務

２ 業務番号 ２－教文委－２２

３ 委託期間 契約日から令和４年３月２４日（木）まで

４ 納 期 令和４年３月２４日（木）

５ 納入場所 木津川市役所（京都府木津川市木津南垣外１１０－９）

６ 業務内容

【令和２年度】

（１） 地域計画素案の検討

① 自然環境・社会状況等の概要整理

発注者から提供する自然環境、社会状況などに関するデータ等を整理し

て、概要をとりまとめる。このうち、木津川市の歴史的背景に関する資

料収集および原稿作成、指定・未指定を含めた文化財の概要と特徴整理

に関する原稿作成は発注者が行う。

② 歴史文化の特徴整理

上記①の結果を踏まえ、木津川市の歴史文化の特徴を整理する。

③ 文化財の保存・活用に関する方針の検討

木津川市の歴史文化の特徴や指定・未指定を含めた文化財に関する保

存・活用の課題等を踏まえて、木津川市における文化財の保存・活用に

係る方針を検討する。



④ 措置の検討

上記①～③の検討を踏まえて、木津川市全域を対象とした文化財の保

存・活用に係る取り組みに係る措置を検討し、事業計画を作成する。

⑤ 文化財の保存・活用推進体制の検討

文化財の保存・活用を推進するための庁内体制、行政や専門家、市民

団体等との連携の体制について検討する。

（２）協議会の運営支援

計画の作成に関する協議を行うための協議会の開催にあたって、資料作

成を行うと共に協議会に参席する。協議会は２回の開催を予定する。なお、

協議会の委員謝金、会場費、資料印刷費、議事録作成は含まない。

（３）業務報告書の作成

本業務の成果をとりまとめた業務報告書を作成する。

（４）打ち合わせ協議

発注者との打ち合わせ協議は４回を予定する。なお、打合せ協議に関す

る資料印刷費は含まない。

【令和３年度】

（１）地域計画案の作成

過年度の検討結果を踏まえ、木津川市文化財保存活用地域計画案を作成

する。

（２）パブリックコメントを受けた計画修正

地域計画案に対するパブリックコメントの結果を反映し、計画案を修正

する。

（３）協議会の運営支援

計画の作成に関する協議を行うための協議会の開催にあたって、協議会

資料を作成すると共に協議会に参席する。協議会は２回の開催を予定する。

なお、協議会の委員謝金、会場費、資料印刷費、議事録作成は含まない。

（４）地域計画概要版の作成

木津川市文化財保存活用地域計画の概要版のデータ作成を行う。概要版

は、Ａ４版フルカラー１６頁を想定する。概要版の印刷費は含まない。

（５）打ち合わせ協議

発注者との打ち合わせ協議は３回を予定する。なお、打合せ協議に関す



る資料印刷費は含まない。

（６）その他、必要な業務が生じた場合は、木津川市と協議の上で適切に実施

すること。

７ 業務期間

着手 委託契約締結日の翌日

完了 令和４年３月 24 日

８ 成果品

【令和２年度】

（１）業務報告書（Ａ４版カラー印刷） １部

（２）業務に伴う電子データ（ＣＤ－Ｒ等の電子媒体） 一式

【令和３年度】

（１）業務報告書（Ａ４版カラー印刷） １部

（２）業務に伴う電子データ（ＣＤ－Ｒ等の電子媒体） 一式

９ その他特記事項

（１）業務の履行に際して必要な図面及び資料等について、木津川市が所有す

る資料を貸与する。

（２）その他、本仕様書に明記されていない事柄について疑義が生じた場合は、

その都度担当者と協議の上、決定するものとする。

10 留意事項

（１）受託者は、業務の遂行状況について随時報告を行うこと。

（２）業務の履行に際して必要な図面及び資料等について、木津川市が所有す

る資料を貸与する。なお、貸与した資料等の複製・複写の可否、返却等に

ついては、木津川市の指示に従うこと。

（３）受託者は、委託業務期間はもとより委託業務期間終了後も、当該業務で

知り得た機密、個人情報等について厳守すること。

（４）あらかじめ木津川市と調整したスケジュールで制作を行うこと。

（５）その他、本仕様書に明記されていない事柄について疑義が生じた場合は

その都度担当者と協議の上、決定するものとする。


